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1946年 :エアランゲンに生まれる

1966年 :エアランゲンでアビトクーア取得

1966-1971年 :エアランゲン･ニュルンベルク大学､ミュンヒェン大学で国民経済学を

専攻

1972-1978年 :エアランゲン･ニュルンベルク大学国民経済学インステイトクー ト助辛

1978年 :エアランゲン･ニュルンベルク大学で博士号 (Dr.ref.pol.)取得 ;

最優等 (summacumlaude)の成績 (｢1.0｣) (訳注 :｢1.0｣は最高点)

1978-1988年 :エアランゲン･ニュルンベルク大学国民経済学インステイトクー ト学術

助手､上級学術助言者 (AkademischerOberrat)

1985年 :エアランゲン･ニュルンベルク大学経済学および社会科学部で大学教授資格取得

(専門科目:国民経済学)

1988-1990年 :経済および社会研究所 (ボン)プロジェクトリーダー

1989年 :ハンブルク連邦国防大学教授 (C3)

1991年 :エアランゲン･ニュルンベルク大学国民経済学教授 (C4)

2000-2002年 :エアランゲン･ニュルンベルク大学学長代理

2002年 :エアランゲン･ニュルンベルク大学学長

※関連する条文

｢-ツセン州大学法｣

(HessischesHochschulgesetzvom20.Dezember2004,GVBl.IS.466)

第63条 招蒋手続き (Berufungsverfahren)

(1)空席となった及び空席となる教授及びジュニアプロフェッサーは､満たされるべき任務､

資格のメルクマール及び就任の時点の種類及び範囲の申告のもとで､公開で及び通常の場

合国際的に公募される｡ 大学の教授が上位のランクの他の大学の招碑を得る場合又はジュ

ニアプロフェッサーが教授として任用される場合は､理由のある個別の場合として公募し

ないことができる｡

(4)任命にあたり自大学の構成員は､理由のある例外的な場合に考慮されることができる｡自

大学のジュニアプロフェッサーは､その者が博士号取得後大学を移動しているか又は任命

される大学以外で少なくとも3年間学術的な勤務に就いている場合は､考慮されることが

できる｡

8.大学教員の能力開発 (全国､地方､大学レベルでの能力開発の傾向)

大学教員の能力開発に関しては､各大学のレベルで大学教員 (とくに若手教員)の能力開発が

行われている｡ 以下では､筆者が今回訪問したハイデルベルク大学の事例を見ていくことにする｡

なお､2005年 6月､連邦と州は ｢ドイツの大学における学術および研究の促進に関する連邦

と州のエクセレンス ･イニシアティブ協定｣(ExzellenzinitiativedesBundesundderLander

エアラングン･ニュルン-ルク大学 Karl-DteterGruske学長
(大学学長会談副会長,HRK-V12,epraSLdent)

1946年 エアラングンに生まれる

1966年 エアランゲンでアビトクーア収絹f

1966-1971年 エアラングン･ニュルン-ルク大学､ミュンヒェン大学で国民経済学を

iIJ攻

197211978年 エアランゲン･ニュルン-ルク大学国民経済学インステイトウ- ト助亭

1978年 エアランケ ン.ニュルンヘルク大学で博士号 (Drrefpot)政子等,

最俊等 (summacumlaude)の成績 (｢10｣) (訳注 ｢10｣は放れ点)

197811988年 エアランゲン･二ュルン-ルク大学国民経済学インステイトウ- ト学術

助手､上級学術助言者 (AkademlSCherOberrat)

1985年 エアランゲン･ニュルン-ルク大学経済学および社会科学部で大学数授資格取得

(互引l【搾LEl 国民経済学)

1988-1990年 経済および社会研究所 (ボン)プロジェクトリーダー

1989年 -ンプルク連邦国防大学教授 (C3)

1991年 エアラングン･ニュルン-ルク大学国民経済学教授 (C4)

2000-2002年 エアランゲン･ニュルン-ルク大学学長代理

2002年 エアラングン･ニュルン-ルク大学学長

※l葵J連する条文

｢-ツセン州大学法｣
(HessischesHochschulgesetzvom20.Dezember2004,GVB1.ⅠS.466)
第63粂 招碑手続き (Berurungsverrahren)

8 大学教員の能力開発 (全国､地方､大学レベルでの能力開発の傾向)

大学教員の能力開発に関しては､各大学のレ-ルで大学教員 (とくに若手教員)の権力開発が

行われている｡以下では､範名が今回毘別間した-イデル-ルク大学の王Li例を見ていくことにする｡

なお､2005年 6月､連邦と州は rトイソの大学における学術および研究の促進に関する連邦

と州のエクセレンス .イニシアティブ協定J(ExzellenzLnltlatlVedesBundesundderLander

エアラングン･ニュルンベルク大学 Kar1-DteterGruske学良

(大学学長会7'Lk副会長,HRK･V12,epraSLdent)
1946年 エアラングンに生まれる

1966年 エアランゲンでアビトクーア収不lf

1966-1971年 エアラングン･ニュルン-ルク大学､ミュ ンヒェン大草で国民経済学を

呼攻

197211978年 エアラングン･ニュルン-ル//大学国民経済等インステイトウ- ト助亭

1978年 エアラングン.ニュルンヘルク大学で博士号 (Drrerpot)収得 ,

叔俊等 (summacumlaude)の成績 (｢10｣) (訳注 ｢10｣はJ良訊長)

1978-1988年 エアラングン･二ュルン-ルク大学国民経済学インステイトクー ト学術

助手､上勉学術助言者 (AkademlSCherOberrat)

1985年 エアランゲン･ニュルン-′レク大学経済学および社会科学部で大学教授資格取得

(呼門科目 国民経済学)

1988-1990年 経折および社会研究所 (ボン)プロジェクトリーダー

1989年 -ンプルク連邦国防大学教授 (C3)

1991年 エアランゲン･二ュルン-ルク大学国民経済学教授 (C4)

2000-2002年 エアランゲン ･ニュルンベルク大学学長代理

2002年 エアラング ン･二ュルン-ルク大等学長

※1業J連する条文

｢-ツセン州大学法｣
(HessischesHochschulgesetzvom20.Dezember2004,GVBlrⅠS.466)

第63粂 招碑手続き (Berufungsverrahren)

8 大学教員の能力開発 (全国､地方､大学レベルでの能力開発の傾向)

大学教員の能力開発に関しては､各大学のレ-ルで大学教員 (とくに若手教員)の髄力rJH発が

行われている｡以下では､範名が今回紡間した-イデル-ルク大学のZl相可を見ていくことにする｡

なお､2005年 6月､連邦と州は ｢トイソの大学における学術および研究の促進に関する連邦

と州のエ//セレンス .イニシアティブ協定｣(ExzeuenzlnltlatlVedesBundesundderLander
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zurF6derungvonWissenschaftundForschungandeutschenHochschulen)を締結した33｡こ

れは､連邦と州が一体となってドイツの大学における卓越した研究を促進することを目指した構

想で､そのなかで ｢大学における学術後継者のために卓越した条件を整備する｣ことも目的のひ

とつに挙げられている｡

この ｢エクセレンス ･イニシアティブ｣のなかでハイデルベルク大学では､ ｢Young

Academics｣というプロジェクトが立ち上げられている｡ その一部として ｢教授-の道のり｣

(Aufdem WegzurProfessur)が 2008/2009年冬学期からスター トしている｡ 以下､その内

容を紹介する34｡

このコースは､(1)マネジメント･プログラム､(2) 学術後継者のためのゼミナール､(3)講義

シリーズの 3部から構成されている｡ ｡ 対象者は､博士研究員 (以下､ボスドク)､学術協力

者､若手教授などである35｡

(1) マネジメント･プログラム

マネジメント･プログラムは､少なくとも 2年以上の経験をもつボスドク､ジュニアプロフ

ェッサー､新規教授就任者などが対象となっている｡受講者は､大学理事会が学部の推薦を受け

て決定しており､15名程度に限定されている｡ その目的として､次の点が挙げられている｡

･大学における指導的および管理的任務の効率的な利用のための知識および能力の仲介

･うまくいった人事管理手段と自身の学術的なキャリア計画について､その方法の理解および検

証

･大学の自律構造および組織についての知識

具体的に､2011年度のプログラムは､次のとおり､3つのモジュールから構成される｡ 1つ

のモジュールは3日間である｡

2月 10日～12日 モジュール 1:会話のリーダーシップとコンフリクト管理

5月 12日～14日 モジュール 2:指導能力と労働法の基礎

33木戸 (2009a)pp.24127を参照｡

34以下の記述は､-イデルベルク大学が作成した学内研修資料であるUniversitatHeidelberg (2011)に拠る｡

35UniversitatHeidelberg (2011)には､ ｢新しい大学の構造にともない､学術後継者のリーダー､若手教授は､早い時期から人

事､予算､大学の組織､管理に携わることになる｣とその目的が記されている｡

zurFoderungvonWISSenSChaftundForschungandeutschenHochschulen)を締結した33｡こ

れは､連邦と州が一体となって ドイツの大学におけるIi主越した研究を促進することを目指した構

想で､そのなかで ｢大学における学術後継者のために卓越した条件を整儲け る｣ことも目的のひ

とつに挙げられている｡

この ｢エクセ レンス ･イニシアティブ｣のなかで-イデル-ルク大学では､ ｢Young

AcademlCS｣というプロシェクトが立ち上げられているOその一部として ｢教授-の道のり｣

(Aufdem WegzurProfessur)が 2008/2009年冬学期からスター トしている.以下､その内

容を紹介する34｡

このコースは､(I)マネジメント･プログラム､(2) 学術後継者のためのゼミナール､(3)講義

シリーズの 3部から構成されているC｡対象者は､博士研究員 (以下､ボス ドク)､学術協力

者､若手教授などである35｡

(1) マネソメント･プログラム

マネジメント･プログラムは､少なくとも 2年以上の経験をもつボスドク､ジュニアプロフ

ェッサー､新規教授就任名などが対象となっている｡受富推考は､大学理三拝会が学部の推粥を受け

て決定しており､15名程度に限定されている｡その日的として､次の点が挙げられている｡

･大学における指導的および管理的任務の効率的な利用のための知織および権力の仲介

･うまくいった人事官ザ手段と自身の学術的なキャリア別画について､その方法の理解および検

証

･大学の日経構造および組紙についての知謁こ

具体的に､2011年度のプログラムは､次のとおり､3つのモジュールから構成される｡1つ

のモジュールは3日間である｡

2月 10日～12日 モジュール 1 会詔のリーダーシップとコンフリクト管理

5月 12日～14日 モジュール 2 相等能力と労働法の基礎

8月 4日～ 6日 モシュール3 招聴交渉 (Berufungsverfahren)

33水戸 (2009a)pp24-27を参軌

)sunlVerS,tatHe.delberg(2011)には ｢新しい大1-の捕速にともない くf-術後継者のリ-I/-､若手教授は､早い時期から人

1作.7第,大+の組織､菅原に携わることになる｣とそのEl的が記されている｡

zurFoderungyonWISSenSChaftundForschungandeutschenHochschulen)を締結した33｡こ

れは､迦邦と州が一体となって ドイツの大学における由越した研究を促iLLiすることを目指した構

想で､そのなかで ｢大学における学術後継者のために卓越した条件を整備J+る｣こともEl的のひ

とつに挙げられているO

この ｢エクセ レンス ･イニシアティブ｣のなかでハイデル-ルク大学では､ ｢Young

AcademLCS｣というプロジェクトが立ち上げられている｡その一部として ｢教授-の道のり｣

(Aufden WegzurProfessur)が 2008/2009年冬学期からスター トしている｡以下､その内

容を紹介する34｡

このコ-スは､(I)マネジメント･プログラム､(2)学術後継者のためのゼミナール､(3)講義

シリーズの 3部から梢成されているC｡対象者は､博士研究員 (以下､ボス ドク)t学術協力

者､岩手教授などである35｡

(1) マネソメント･プログラム

マネジメント･プログラムは､少なくとも 2年以上の経験をもつボスドク､ジュニアプロフ

ェッサー､新規教授就任者などが対象となっている｡受音符者は､大学理都会が学部の椎175を受け

て決定しており､15名程度にIiR定されている｡そのEl的として､次の点が挙げられている｡

･大学における指導的および管理的任務の効率的な利用のための知織および碓力の仲介

･うまくいった人三拝管球手段と自身の学術的なキャリア計画について､その方法の埋解および検

証

･大学の日経構造および組織についての知織

具体的に､2011年度のプログラムは､次のとおり､3つのモシュールから構成される｡1つ

のモジュールは3日間である｡

2月10日～12日 モジュール1 会官話のリーダーシップとコンフリクト管甥

5月12日～14El モジュール2 指導能力と労働法の基礎

8月 4日～ 6Ej モシュール3 招聴交渉 (Berufungsverfahren)

33水戸 (2009.)pp24127を参軌

叫以下のWL.述は.ハイデルペ/i,ク大/+が仙戎した'j=内研蛭架料であるun■ver～-tatHe'de】berg(2011)に拠る｡

'5unlVe,～.tatHe,delberg(2011)には､ ｢新しい大Lf-の捕適にともない くf-術後淋省のリーJ/-､若手教授は､早い時期から人

叫.7第,大'+の組織.管横に携わることになる｣とそのEl的がWE_されている｡
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モジュール 1では ｢目的にかなった､成果のある会話を行い､紛争を早期に認識する方法を

教える｡紛争のさまざまな解決方法が提示され､紛争解決の行動のための省察を可能とする｡参

加者は具体的事例で検証する｣

モジュール2では､ ｢参加者はさまざまな指導能力の形態を学ぶ｣｡

モジュール 3では､ ｢(教授)招聴交渉の法的な大枠条件についてインフォメーションを与

える｡招聴交渉の形式的な手続き｡志願文書の書式の準備｡招聴委員会との会話の訓練｡招碑を

受ける戦略などをコーチ｣｡ 以上に加えて､希望者に対して特別の職業上の問題について個人指

導を行う機会も設けている｡

(2) 学術後継者のためのゼミナール

このゼミナールは､学部､学科､センターなどで指導的立場にある学術協力者を対象としてお

り､基本的に公開されている｡

2011年度のプ ログラムは､以下のとおりである｡

2月 8日 学術-の道

5月 26日 主体性をもったメディアとの関わり

このうち､たとえば ｢学術-の道｣は､次のような内容となっている｡

対象 :ボスドク

目標設定

･学術システムについての基礎知識を提供

･学術的なキャリアの発展に関する促進 ･取り組みの概観

重点および内容

･ドイツおよびEUにおける研究促進の大綱条件と研究促進

･学術的なキャリアのための中心的な要素 (例 :情報研究､第三者資金の募集)

･個人的な学術的資格に不可欠な計画についての深化された情報

･申請準備のための実践的な助言

･所見の書式など

(3) 講義シリーズ

講義シリーズは､全体として ｢学術と研究｣というテーマのもとで､ ｢大学の中心領域に光を

与えるもので､学術と行政の間の意味深い､有益な協力の基礎としての重要なデータを仲介する

ものである｣とされている｡ 講義-の参加は､すべての学術研究者に開かれている｡

モジュール lでは ｢目的にかなった､威光のある会詔を行い､紛争を早期に認職する方法を

教える.紛争のさまざまな解決方法が提示され､紛争解決の行動のための省察を可経とするC参

加者は具体的耶例で検証する｣

モソユ-ル 2では､ r参加者はさまざまな指導能力の形態を学ぶ｣｡

モシュール 3では､r(教授)紹聴交渉の法的な大枠条件についてインフォメーションを与

える｡招】椅交渉の形式的な手続き｡志願文部のむ式の畔鵬｡招】樽委員会との会話の訓練｡招僻を

受ける牧略などをコーチ｣｡以上に加えて､希望者に対して特別の職英上の問越について個人指

導を行う機会も設けている｡

(2) 学術後継者のためのゼミナール

このセミナ-ルは､学部､学科､センターなどで指導的立場にある学術協力者を対象としてお

り､基本的に公開されている｡

2011年度のプログラムは､以下のとおりであるO

主体性をもったメディアとのr奨Jわり

大学の日常における9;働組織と時間管理

このうち､たとえば ｢学術-の道Jは､次のような内容となっている｡

目標設定

重点および内容

(3) 音符轟シリーズ

音符森シリーズは､全体として ｢学術と研兜｣というテーマのもとで､ ｢大学の中心領域に光を

与えるもので､学術と行政の問の意味深い､有益な協力の益礎としての魂要なデータを仲介する

ものであるJとされている｡謂巣-の参加は､すべての学術研究者に附かれている.
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2011年度の講義は､以下のとおりである｡

1月20日 (木)17時～19時 ハイデルベルク大学の若手教授､ジュニアプロフェッサー
について

4月 14日 (木)17時～19時 ハイデルベルク大学におけるアドミニス トレーションオー
トノミ-はどう機能しているか?

5月 5日 (木)17時～19時 研究促進 :研究資金､申請の仕方

5月23日 (月)17時～19時 精神科学者､社会科学者の存在理由

6月 9日 (木)17時～19時 大学の財政と予算モデル

7月 7日 (木)17時～19時 革新的な研究のスター トのための促進可能性

10月27日 (木)17時～19時 第三者資金 :医学の場合

11月 10日 (木)17時～19時 教授招聴手続きについて

おわりに

最後に､ドイツの事例からいくつか参考になると思われる点を記してまとめとしたい｡

(1) ドイツの大学では､これまで学生に対する教育がとかくおろそかにされがちであると言わ

れてきた｡教授は､学生の教育に対し不熱心であるといった指摘がなされてきた｡ ｢学生に対す

る教育の向上｣というテーマは､大学改革の大きな課題となっている｡こうした背景の中で､大

学教授の採用 ･昇格等にあた り､研究業績だけでなく､ ｢教育的適性｣ (padagogische

Eignung)も有しているということがその前提条件となるといった文言が､大学法のなかに明記

されるようになった｡

(2) これまでの制度では､ ｢大学教授資格｣の取得が大学教授になるための前提条件となって

いたが､1998年の改正で ｢大学外において達成された同等の学問的業績｣によっても､ ｢大学

教授としての専門性を証明できる｣こととなり36｡さらに､2002年2月の第5次改正大学大綱

法では､ ｢大学教授資格｣について規定した条文が削除された｡これにより､ ｢大学教授資格｣

をもたない有能な人材をさまざまな分野から教授に登用する道も開かれるようになった｡

(3) 若手研究者のためのジュニアプロフェッサー制度が新たに設けられることになり､ジュニ

アプロフェッサーを経て教授に昇進するコースが一般的となった｡ジュニアプロフェッサーには

任期が設けられている｡ただしジュニアプロフェッサーを経ることなく大学教授資格の取得によ

り教授-と至るコースも残っている｡また大学教授資格をもたない者の教授-任用は､とくに専

門大学において少なからず見られる｡

36木戸 (1999)を参照｡

2011年度の講義は､以下のとおりである｡

について

おわリに

戚後に､ ドイツの耶例からいくつか参考になると思われる点を記してまとめとしたい｡

(1) ドイツの大学では､これまで学生に対する教育がとかくおろそかにされがちであると言わ

れてきた｡教授は､学生の教育に対し不熱心であるといった指摘がなされてきた｡ ｢学生に対す

る教育の向上｣というテーマは､大学改革の大きな耽越となっている.こうした背決の中で､大

学教授の採用 .昇格等にあた り､研究英紡だけでなく､ r教育的適性｣ (padagoglSChe

Elgnung)も有しているということがその前提条件となるといった文言が､大学法のなかに明記

されるようになった｡

(2) これまでの制度では､ r大草教授資格｣の取得が大学教授になるための前提条件となって

いたが､1998年の改正で r大学外において達成された同等の学PlH的井絞｣によっても､ ｢大学

教授としての専門性を証明できる｣こととなり360さらに､2002年 2月の第5次改正大学大綱

法では､ ｢大学教授資格｣について規定した条文が削除された｡これにより､ ｢大学教授資格｣

をもたない有能な人材をさまざまな分野から教授に登用する道も開かれるようになった｡

(3) 若手研究者のためのジュニアプロフェッサー制度が新たに設けられることになり､ジュニ

アプロフェッサーを経て教授に昇進するコースが一般的となった｡ジュニアプロフェッサーには

任期が設けられているOただしシュニアプロフェッサーを経ることなく大学数授資格の取得によ

り教授-と至るコースも残っている｡また大学教授資格をもたない者の教授へ任用は､とくに専

門大学において少なからず見られる｡

36水戸 (1999)を参iKi｡
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(4) 若手研究者 (ボス ドク段階の者､ジュニアプロフェッサーなど)を対象に､たとえば大学

のマネジメント等を学ぶ機会を設けるなど､将来教授となったときに役立っ能力開発の機会が設

けられるようになった｡

(5) 教育重視 とい う考え方は､裏返して言えば､大学の学校化 (Verschulung)とい う言葉で

もって､大学人から批判の対象ともなっている37｡大学が､ギムナジウムの延長になってしまっ

た｡アビトクーアのあともう 3年間学校に通っているようなものである｡ これまでは､ディブ

ロームの取得に 5年から 6年かけた｡それが 3年でバチェラーの学位をとらなければならない｡

今まで 5年とか 6年かけて､自分の自由に学習できたのが､3年で卒業するように規則化され､

試験などの負担も増え､ ｢自由な学習｣というドイツの大学の伝統が失われた｡そうしたなかで､

｢教授が､知識を切 り売 りする人､試験をするだけの人になってしまった｣38､といった指摘も

されている｡

(6) また､大学教育が ｢職業準備-と狭小化｣し､幅広い教育が求められなくなった｡大学の

授業が､経済界が求める基準にそった狭い職業準備に偏っているといった指摘もある39｡ フンボ

ル トの理念である ｢包括的な教育｣｣ (umfassendeBildung)に代わり､市場の論理を志向し

た大学に変わってしまった｡大学教授にも､そうした経済の利害を指向した学習課程を担当でき

る者が望まれているという批判もある｡

(7) 連邦教育研究省の 『学術後継者の促進に関する連邦報告書』によれば､将来を担 う若手研

究者の促進にあたり､とりわけ次のような課題領域を克服していかなければならないとしている

400

① 早い時期からの将来の進路の見通しの可視化｡

② 機会の正当性 (Chancengerechtigkeit)の保障 (とくに性､障害者に関して)｡

③ 促進措置の持続的な効果の検証の仕組み｡

④ 大学の国際化-の対応｡

⑤ 大学の内外における学術 ･研究のキャリア開発｡

(8) 教授の招聴委員会のメンバーに教授以外の者 (大学外の専門家､教授ではない学術職員､

学生など｡どういう者を構成員とするかは､各大学の規定による)が加わっている｡

(9) 教授の公募は､基本的に国際的に行われている｡

37木戸 (2011)pp.50-53を参照｡

38Jager-Flor&一ager(2009),S.16.

39注(37)と同じ｡

40BundesministeriumftirBildungundForschung(2008),p.2ff.

(4) 若手研究者 (ボス ドク段階の者､ジュニアプロフェッサーなど)を対象に､たとえば大学

のマネシメント等を学ぶ機会を設けるなど､将来教授となったときに役立つ推力F3n発の機会が設

けられるようになった｡

(5) 教育重視という考え方は､試返 して言えば､大学の学校化 (Verschulung) という言葉で

もつて､大学人から批判の対幾ともなっている37｡大学が､ギムナジウムの延長になってしまっ

たoアビトウ-アのあともう 3年間学校に通っているようなt)のである｡これまでは､ディブ

ロームの取守ilfに 5年から6年かけた｡それが 3年でバチェラーの学位をとらなければならない｡

今まで5年とか6年かけて､自分の自由に学習できたのが､3年で卒英するように規則化され､

駅験などの負担も増え､ r自由な学習｣というドイツの大学の伝統が失われた｡そうしたなかで､

｢教授が､知織を切り売りする人､駅験をするだけの人になってしまった｣38､といった指摘も

されている｡

(6) また､大学教苛が ｢職英雄俄Jへと狭小化｣し､幅広い教If芋が求められなくなった｡大学の

授業が､経済界が求める基鞭にそった狭い職業碓偏に偏っているといった指摘もある39｡フンボ

ル トの理念である ｢包括的な教育｣｣ (umrassendeBlldung)に代わり､汗鳩 の雷論理を志向し

た大学に変わってしまった｡大学教授にも､そうした経済の利杏を指向した学習耽程を担当でき

る者が望まれているという批判もある｡

(7) 連邦教育研究省の Fl学術後継者の促進に関する連邦報告空手』によれば､将来を担う若手研

究者の促進にあたり､とりわけ次のような取越領域を克Flriしていかなければならないとしている

40

(D 早い時期からの将来の進路の見通しの可視化.

② 機会の正当性 (Chancengerechtlgkelt)の保障 (とくに仕､障害者に関して)｡

③ 促進措置の持続的な効果の検証の仕組みo

毎) 大学の国際化への対応.

⑤ 大学の内外における学術 ･研究のキャリアrjtL発｡

(8) 教授の招恥委員会のメンバーに教授以外の者 (大学外のilJ-門家､教授ではない学術職員､

学生など｡どういう者を桃成員とするかは､各大学の規定による)が加わっている｡

(9) 教授の公55･は､基本的に国際的に行われている｡

37水戸 (2011)pp5053を参軌

38Jage,TIlor&Jage,(2009),S16

39注(37)と同じ｡

401さundcsmlTnSterlumrt]rE3lJdt]ngundForschung(2008),pErr
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(10) 一般に､大学の裁量権が拡大されてきている｡ 従来は､文部省に最終決定権があった大学

教授の任命が､大学に移管され大学学長名で行われるようになってきている (前掲表 11を参

照)｡ 同時に､それに対応したアカウンタビイティも求められるようになっている｡

(10) 一般に､大学の萩も主権が拡大されてきている｡従来は､文部省にJ設終決定権があった大学

教授の任命が､大学に移管され大学学長名で行われるようになってきている (前掲袈 11を参

照).同時に､それに対応こしたアカウンタヒイティも求められるようになっている｡



108

【参考】

◎大学に関する ｢大学大綱法｣の一般的な規定
第 1条 適用範囲

この法律にいう大学とは､州法による国立の大学 (staatlicheHochschule)である､総合

大 学 (Universitat) ､ 教 育 大 学 (Padagogische Hochschule) ､ 芸 術 大 学

(Kunsthochschule)､専門大学 (Fachhochschule)及びその他教育制度上の施設

(sonstigen EinrichtungdesBildungswesens)をいう｡この法律は､第 70条がこれを定

める範囲内で､国により承認された大学 (staatlichanerkannte Hochschule)にも適用す

る｡

第 7条 学習の目標

教育及び学習は､学生の職業活動を準備し､学生にそのために必要な専門的な知識､スキ

ル (Fahigkeit)及び方法を､それぞれの学習課程に対応 して､学生が､学術的又は芸術的

な作業 (wissenschaftlicheroderktlnstlerischerArbeit)及び自由で民主的な社会的法治国

家における責任ある行動ができる能力を仲介するものとする｡

第 58条 法的形態及び自治権

(1) 大学は､通常､公法上の団体 (K6rperschaftdes6ffentlichenRechts)であり､同時に

国の機関 (staatlicheEinrichtung)である｡ 大学はまた､他の法的形態で設立することも

できる｡ 大学は､法律の規定の枠内で自治権 (RechtderSelbstverwaltung)を有する｡

(2) 大学は､学則 (Grundordnung)を制定する｡ 学則は､州の認可 (Genehmigung)を

必要とする｡認可を拒否するための条件は､法律によって規定される｡

第 59条 監督

州は､法的監督 (Rechtsaufsicht)を行使する｡ 法的監督の方法 (Mittel)は､法律によ

りこれを定める｡ 大学が国の任務 (staatlicheAu短abe)を遂行する限りにおいて､法律に

より更なる監督について定めることができる｡

第 70条 機関の承認

(1) 州法にもとづく国立の大学 (staatlicheHochschule)でない教育制度上の機関は､州

法の定める詳細規定により､次に掲げる事項が確保されている場合には､国により承認され

た大学の資格 (Eigenscha氏)を取得することができる｡

1.学習が第 7条にいう目標に合わせて行われていること｡ (以下､略)

(解説) ドイツの大学は､原則として州 (Land)が設置する ｢公法上の団体であり､同時に国

の機関｣である (第 58条)｡ 私立大学については第 70条で ｢国により承認された大

学｣と位置づけられているが､数は少ない｡1998年に第 58条第 1項が改正され､

｢他の法的形態｣､例えば､財団の形態で設立されることも可能となった｡なお､第

7条で､大学教育の目的が規定されている｡

【参考】

◎ 大学にl業け る ｢大学大綱法｣の一般的な規定

第 1粂 適用範囲

この法排にいう大学とは､州法による国立の大学 (staatllCheHochschule)である､総合

大 学 (UnlVerSltat) ､ 教 育 大 学 (Padagog-sche Hochschule) ､ 芸 術 大 学

(Kunsthochschule)､専 門大学 (Fachhochschule)及 びその他教育制度上 の施設

(sonstlgen ElnrlChtungdesBlldungswesens)をいう｡この法紬は､第 70条がこれを定

める範囲内で､国により承認された大学 (staatllChanerkannte Hochschule)にも適用す

る｡

第 7粂 学習のEl標

教育及び学習は､学生の職業活動を準備 し､学生にそのために必要な中門的な知織､スキ

ル (Fahlgkelt)及び方法を､それぞれの学習瓢程に対応 して､学生が､学術的又は芸術的

な作業 (wISSenSChartllCheroderkunstlerlSCherArbelt)及び自由で民主的な社会的法治国

家におけるff任ある行動ができる能力を仲介するものとする｡

第 58粂 法的形態及び自治権

(1) 大学は､通常､公法上の団体 (KorperschartdesoffentllChenRechts)であり､同時に

国の機1業J(staatllCheElnrlChtung)であるC大学はまた､他の法的形態で設立することも

できるO大学は､法子]宝の規定の枠内で自治権 (RechtderSelbstverwaltung)を石するo

(2) 大学は､学則 (Grundordnung)を制定する｡学則は､JJllの認可 (Genehmlgung)を

必要とする｡認可を拒否するための条件は､法律によって規定される｡

第 59粂 監督

州は､法的監督 (RechtsaufsICht)を行使する｡法的監督の方法 (Mlttel)は､法1liによ

りこれを定める｡大学が国の任務 (staatllCheAufgabe)を遂行する限りにおいて､法律に

より更なる監督について定めることができるO

第 70粂 機関の承雷監

(1) 州法にもとづく国立の大学 (staatllCheHochschule)でない教育制度上の機l英日ま､州

法の定める詳細規定により､次に掲げる非項が確保されている場合には､国により承認され

た大草の資格 (ElgenSChaft)を淑符することができる.

1 学習が第 7条にいう目標に合わせて行われていること. (以下､略)

く解説) ドイツの大学は､原則として州 (Land)が設'Bする ｢公法上の団体であり､同時に国

の機関｣である (第 58粂)｡私立大学については第 70灸で ｢国により承認された大

草｣と位置づけられているが､数は少ない｡1998年に第 58粂第 1項が改正され､

｢他の法的形態｣､例えば､財Eflの形憶で設立されることも可碓となったoなお､第

7条で､大学教育の目的が規定されている｡
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◎大学の種類と数 (表 12を参照)
表 12 ドイツの大学数 (2009/10年冬学期現在)

総 合 教育 神学 芸術 専門 行政専 計
大学 大学 大学 大学 大学 門大学

バーデン .ヴユルテンベルク 14 6 355 8 36 4 68

バイエルン 12 8 25 12 49

ベルリン 10 4 20 34

ブランデンブルク 3 1 8 14

ブレーメン 2 1 3 1 7

ハンブルク 5 2 9 2 18

ヘッセン 7 3 13 3 31

メクレンブルク .フォアボンメルン 2 1 4 1 8

ニーダーザクセン ll 2 ll 2 26

ノル トライン .ヴエス トファーレン 16 82 34 4 67

ラインラント.プフアルツ 6 21 8 3 19

ザールラント 1 2 1 6

ザクセン 7 6 ll 2 26

ザクセン .アンハル ト 2 2 5 1 ll

シユレスヴイッヒ.ホルシュタイン 3 2 7 1 13

テユーリンゲン 4 1 7 1 13

※ドイツでは､大学は大きく2つの種類に区分されている｡ 博士号や大学教授資格を授与できる

大学と､そうでない大学である｡ 前者を学術大学 (Wissenscha氏1icheHochschule)､後者を専

門大学 (Fachhochschule)と呼んでいる｡ 前者には､総合大学 (Universitat)のほか､工業大

学､神学大学､芸術大学､教育大学などの単科大学が含まれる 学術大学には､一般にギムナジ

ウム上級段階を終えた者が進学する｡ 専門大学は､それまでの技術者学校 (Ingenieurschule)

や､高等専門学校 (h6hereFachschule)などの職業中等教育機関が大学に昇格したもので､

1970年から発足した｡専門大学には､職業教育の学校を経て ｢専門大学人学資格｣を取得した

者が進学するケースが多い｡

(出典)StatistischesBundesamt(2010),S.5.

◎ 大学の櫛類と数 (袈 12を参照)

安 12 ドイツの大学数 (2009/10年冬学期現在)

総合大学 教育大学 神学大学 芸術大学 呼門大学 行政専門大学 計

バイエルンベルリンブレーメンハンプ′レク-ツセンザ-ルラントザクセン 141210325721L166i7234 6 35a21 884112312826221 362520839134ll3482ll577 4121ウ3I24312111 68493414718318266719626ll1313

※ ドイツでは､大学は大きく2つの称類に区分されている｡博士号や大学数授資格を授与できる

大学と､そうでない大学である｡前者を学術大学 (wlssenschaftllCheHochschule)､後者を野

門大学 (Fachhochschule)と呼んでいる｡前者には､総合大学 (UnlVerSltat)のほか､工菜大

学､神学大学､芸術大学､教育大学などの単科大学が含まれる 学術大学には､一般にギムナシ

ウム上級段階を終えた者が進学する｡専門大学は､それまでの技術者学校 (IngenleurSChule)

や､F.'石等呼門学校 (hohereFachschule)などの職英中等教育機関が大学に昇格 したもので､

1970年から発足 した｡専門大学には､峨菓教育の学校を経て r中門大学人学資格｣を取得 した

者が進学するケースが多い｡

(出典)StatlStlSChesBundesamt(2010),S5
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